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論文
化政期広島藩における
地域的経済格差論の展開
一頼杏坪の建言の分析を中心に一
勝 矢
?
生
はじめに
近世，幕領ないし領国において，代官・手代などを務めたいわゆる地方役人
たちは，現場での地方支配の経験を基礎に，彼らの眼前に展開されつつある幕
府・諸藩の農政あるいは民政の方向について，積極的な批判と提言を展開した。
それらは地方書，あるいは彼らの政治当局に対する意見書・建言の形でわれわ
れの時代に伝えられている。
筆者はこれまでこれら地方役人の著述を農政史研究の素材として活用する可
能性を探るべく，主として広島藩の農政を対象とした地方書研究を継続してき
た。それは田制・徴租制・勧農政策など広島藩における農政の展開構造を現場
の地方役人の視線に沿って解析する試みであり，このような筆者の視角と方法
による研究成果は，未だ少数ながら，近年ようやく一定の理解をもって迎えら
れるようになった況これらを牛の歩みにも似た筆者の農政史研究への叱咤激
励と受け止め，今後も鋭意地方書研究のいっそうの深化に努めていきたい。
1)水本邦彦「1993年の歴史学界一回顧と展望ー」（「史学雑誌』 103編第5号） 120頁，馬場
章「1994年の歴史学界一回顧と展望ー」（『同』 104編第5号） 123頁，岡俊二「近世初期，前
期．讃岐国の本年貢徴収法一讃岐高松藩における土免法の成立一」（有元正雄先生退官記念
論文集刊行会編『近世近代の社会と民衆』 清文堂平成 5年所収） 60頁など。
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さて，本稿は，文化後期から文政期にわたって広島領備後国4郡の代官とし
て広島藩の地方支配を担当し，しかも高名な朱子学者でもあった頼杏坪が藩政
当局に提出した建言・意見書を素材に，殖産興業政策・国益政策展開下におけ
る化政期広島藩の地域的経済構造と農政事情を探ることを目指すものである。
文化10年 (1813)の三次・恵蘇両郡の代官就任，同13年の奴可・三上両郡代官
兼任，文政11年 (1828)の三次町奉行への昇進を経て，天保元年 (1830)の致
任に至るまで，頼杏坪は藩上層部に対して移しい数の意見書・建言を提出した。
その内容は極めて多岐にわたるが，これを農政面に限れば，おそらく杏坪にと
って，広島領内における備後北部山間地域農村と瀬戸内沿海部農村の著しい経
済格差を指摘し，自らの発案によるその克服策を開示した意見書・建言こそが
最も枢要なものであったであろう。
頼杏坪が提示した地域的経済格差論とその是正策の分析を通して，化政期広
島藩における地域的経済構造と農政の動向を探り，地方役人による建言・意見
書を近世農政史研究の素材として活用しうる可能性を探ることが本稿の主たる
課題である丸
1 地域的経済格差論の提示
本章においては，頼杏坪の地域的経済格差論の内容とその形成過程を考察す
る。杏坪は代官として自らの支配郡である三次・恵蘇および奴可・三上4郡諸
村の経済的現状を危機感をもって眺めたが，その認識の成果をどのように広島
藩領内全体における地域的経済格差を指摘する方向へと収飲させていったか，
杏坪による備北地域農村の現況分析の内容を検討し，それが地域的経済格差論
へと一般化される論理過程を探ることが本章の課題である。
2)なお，本稿に先立って，頼杏坪の農政論の基礎をなす財政・経済政策論とこれに対応する
19世紀初頭広島藩の財政政策の構造を探る試みを行った＜拙稿「文化後期広島藩における
財政政策の位相一頼杏坪の意見書を起点として一」（尾道短期大学『研究紀要j第44巻(2)>。
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1 三次・恵蘇両郡の経済的現況
杏坪は，三次・恵蘇代官就任の翌年，文化11年正月に早くも「三次・恵蘇郡
地合救方愚考」と題する意見書を提出している。すでにこの意見書には，杏坪
の言う「奥郡」＝「衰郡」対「浦辺郡」＝「盛郡」という領内南北諸郡間の貧富
の格差の是正をめざす命題のほぼ全容が記されている。すなわち，
ー，両郡之儀者地面も不宜寒所偏夕作之地も多く御座候へ者，古来貧郡二而
可有御座候得共，古代者人民も多く，殊二鉄直段宜敷，商鑢も数ケ所有之，
自然と民力も相応二厚く御座候儀哉と奉存候。其後鉄業之様子も相変し
直段も引下ヶ，切之山稼等も相衰候。鉄山者年々立茂り，猪鹿冷水之患ニ
而田作者弥不出来二相成，別而三次御還府以来者両郡人民弥増減少仕候
而，田畠荒地多く相成，御年貢村かつき相増候而概シ免次第二高く組上ケ
候故弥難凌相成，差寄せ才覚米銀借入候得共，是又貧郡之儀故銀主も乏
しく御座候へ者，何れも高歩之利息払出申候故，民力者次第二相弱り，惣
体村々一統難渋仕候儀と相見へ申候。就中弱り切候而極難渋之村々者無
拠御仕向銀願出候而村借御払替被下，御免下ケ代り御下ケ米も有之，是等
も年々之様御世話被下候儀二御座候得共，左様之村方者中々夫二而茂本復
者難仕御座候丸
三次・恵蘇両郡農村の疲弊の現実がきわめて深刻な調子で記されている。両
郡ともに経済上の衰微が著しく，その傾向は同地域における人口の減少に顕著
に表れている。その主因は鉄山経営の不振にあり，三次支藩5万石の本藩還付
がその傾向にいっそう拍車を掛ける結果をもたらしたと述べられている。
すでに文化9年(1812),杏坪は「私鉄之事」と題する建言で，正徳2年(1712)
以降，完全な藩営化が実施されていた三次・恵蘇両郡，また，享保3年(1718),
ようやく鑢・鍛冶屋の一部民営が認可された奴可・三上両郡の鉄山経営のあり
方について，広島藩の鉄山政策に対する批判を展開していた。「官鉄ハ元来下之
3)「三次・恵蘇郡地合救方愚考」（文化11年） ＜頼杏坪「杏坪意見」（『広島県史近世資料編
VI」所収）） 110~11頁。
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利を上江取上ケ候収欽之弊政」であるに対して，「私鉄ハ下方江利潤を敷渡し候
道」であるゆえ，今後は「小鑢二ても望次第御免許」を与えるのはむろんのこと，
いっさいの「官鉄之法」を廃止すべきであると説いたのである 4)0
両地域では，鉄山の藩営化が行われた結果，「商鑢」は廃絶を余儀なくされ，
独占価格となった領内鉄価は当然下落した。また，それまで鑢・鍛冶屋が必要
とする大炭・小炭・薪の生産は地元農民に「山稼」の機会を与えていたが，鉄
山藩営化にともなって「御鉄山の制」が実施され，藩営鑢・鍛冶屋付属の鉄山
備林が設定されたために彼らは余業収入を獲得するチャンスを喪失した丸杏
坪は，三次・恵蘇両郡の「民力」が低下した原因の一端は藩営による鉄山経営
を推進する広島藩の経済政策そのものにあった点を示唆したのである。
民営鉄山経営の終息と三次藩の廃絶は，三次・恵蘇両郡に極端な人口減少を
もたらした。その結果，両郡の農業経営はいかなる影響を被ったか。何よりも
多数の手余り地と荒廃地が発生した。年貢村請制の下で，村民は無主地の年貢
を「村かづき」として共同負担することを余儀なくされ，また，荒廃地に切免
の措置をとる必要が生じることから，「概し免」の上昇に耐えねばならないこと
になった6)。年貢負担量は村民の担税能力を越えるものとなり，急場を凌ぐため
に「オ覚米銀」”に依存する農民が増加した。しかし，両郡の経済事情を熟知し
ている民間の銀主はよほどの高利でない限り，貸し付けを行わないから，村民
は負債の累積に苦しむことになった。両郡の「民力」はこの悪循環の渦の中で
ますます弱体化の傾向を強めている。杏坪は，両郡における「村々一統難渋」
の現状をこのような理路をもって説明するのである。
このような両郡の経済的窮状に対して，藩府は村方からの仕向銀下賜の願い
4)「私鉄之事」（文化9年）｛頼杏坪「春草堂秘録」（「同上J) 84~85頁。
5)「広島県史近世1」 569頁
6)広島藩諸村における「切免」の「概し免」への換算手順については，拙稿「広島藩におけ
る土免制の構造と展開」（尾道短期大学『研究紀要』第39集(2) 18~21頁を参照。
7)「オ覚町借り」とも称した。未進百姓に対して代官所が銀主を斡旋し，町方から米銀を比
較的低利で借り受けさせ，貢租の完納を強制した。（拙稿 前掲「文化後期広島藩における
財政政策の位相」 91~93頁）。
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出に応じ，累積する村借りの払い替えを実施するとともに，免率を下げる措置
に代えて「御下ケ米」の贈与を行ってきた。しかし，杏坪は，これらの施策に
よって両郡の「極難渋之村々」を「本復」させることは困難であると断言する
のである。
では，藩府による両郡への経済的支援策のどこが問題か。杏坪はまず，藩府
が実施している米銀貸付策はかえって事態を悪化させているにすぎないと述べ
る。「極難渋村」が年々の年貢負担に加えて「御貸米銀」の利息負担に耐えるこ
とはもともと無理なことであり，たとえ貸付時は急場を凌げたとしても，結局
村方は負債額の累積に苦しむことになる。米銀貸付策の乱用によって「民力」
は「疲レ切り」，ついには全村に「御仕向」を実施せざるをえない事態に立ち至
ると言うのである 8)。また，それは「御下ケ米」の贈与の場合も同様である。杏
坪は三次郡西野村の状況を次のように説明する。すなわち，
現在三次郡西野村之類者農業引合難く御座候付，田地を捨置銘々離散も
可仕哉之様子二も相聞申候。此村なと先定而仕向も被成下候村方二御座候
所，前文申上候通下地民力弱り切，田地悪敷相成居申候付，御仕向中ハ相
凌候得共，元来田地と御免引合不申候所，右弱り百姓手入も得不仕候故弥
増不作仕当二合不申二付，百姓共地株を借不申離散可仕様子二御座候付，役
人共種々立働候而何卒追揚二取計不申様世話仕候儀と相聞申候。ケ様之村
方外二も段々有之様子二御座候。何れ定御仕向御捨米不被下候而者取続難相
成儀と奉存候9)0
農業経営の維持が困難なために村を離散する農民が後を絶たない。免率が耕
地が荒廃し土地生産力が衰えている現状から乖離しているために，経営の改善
はむずかしく不作を重ねる結果を招いている。当然，離散者の跡地の経営を望
む者はなく，これがまた残留農民の貢租負担を増し，村役人は年貢未進の果て
に村を追われる「追揚」百姓を出さぬよう汲々とする以外にない。このような
8)前掲「三次・恵蘇郡地合救方愚考」 111頁。
9)同上 112頁。
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「民力」が衰弱し切り，耕地の荒廃が進行している状況の下では，藩府あるい
は代官所が実施する救援策は「仕向」期間中どうにか効力を発揮する程度であ
る。西野村に限らず，多数の村々で同様な事態が進行しており，やがて「定御
仕向御捨米」，すなわち，恒常的な御救い米の贈与を施す措置をとらない限り存
続不可能な村方が続出することになるだろう。杏坪は，三次・恵蘇両郡農村の
疲弊救済策として，御救い米支給策はほとんど無力であり，無秩序な支給はか
えって支援の対象と期間の拡大を招く結果に結びつくとみたのである。
2 三上・奴可両郡の経済的現況
このような経済的困窮の現状は，文化13年 (1816), それまでの三次・恵蘇両
郡に加えて杏坪が代官の兼任を命ぜられた三上・奴可両郡においてもまった＜
同様であった。文政2年 (1819)頃，杏坪は「奴可難渋申上初稿」で，新たに
受郡となった三上・奴可両郡の経済的現状を論じているが，そこでも先の三次・
恵蘇両郡に関する分析とほぼ同様の議論が繰り返されている。すなわち，三上・
奴可両郡においても人口の減少が著しく，手余り地・荒所が多数発生し，しか
も「鉄業」の不振によって「下方利澗も無御座」状態となっている。にもかか
わらず，免率は「海辺郡」とさして変わらず，村民は，「御年貢者御定免之通り
差出シ，且荒所之御年貢も御引無之，残り之百姓共5かつき候而相勤」めねばな
らない状態を強いられている10)。その結果，
百姓共銘々父母妻子育ミ可申余米無御座候故，多く御年貢方不足未進仕
候得共，是以御建り有之，右不足之分者有力之役人共5取替候而年々上納ハ
相済せ置，百姓共5者尚又利息を加へ取立申候故，百姓共弥得堪へ不申，遂
ニハ家内引連レ流民二相成りも有之，又ハ老幼を残し置他国へ罷越し渡世
仕候様成も有之11)0
あるいは，
10)「奴可難渋申上初稿」（文政2年頃） ＜頼杏坪「杏坪意見」（『広島県史近世資料編VI」所
収）> 120頁。
11)同上。
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ー郡中役家之者共も過半及没落候。当時本宅ハ解払候而多門住居仕，或ハ・
外囲ハ有之候而も内二者建具敷物も無之類も相聞候。百姓共者家居も傾キ，
内二者老人のミ残し置，若キ者共者御他領へ奉公なとに罷越候類も有之哉二
相聞候。中二は目も当られ不申候哀レ至極成村方も有之由二御座候12)0 
というような悲惨な現象が続出しているというのである。藩政初期に役家とし
て設定された名望家の凋落ぶりを記した一節に，経済的困窮に苦しむこの地域
の実情がリアルに示されている。
もちろん，三上・奴可両郡の諸村に対しても先の三次・恵蘇両郡と同様に救
援策として公借米銀の貸与，御救い米の下賜が実施されている。しかし，杏坪
は，当地においても藩府による救援策は，先の三次・恵蘇両郡の場合とまった
く同様に，効果は乏しく，かえって郡村の疲弊を拡大・深化させているにすぎ
ないと断じるのである。すなわち，
右様村柄之内格別難渋仕候分者是迄も御免下ケ之代りとして年々御捨被
下米も有之，右御年貢未進借銀二相成居候分者上5銀主へ御払替被下，百姓
共b者無利息二して少々宛年賦返上仕候様御仕向被成候。先ツ右様之儀二而
当座相凌キ候得共，夫二而難渋踏留出来仕候様子二無御座，夫のミならす民
カハ次第二相衰へ候様相聞申候13)0
さらに杏坪は，奴可郡において実施されている年貢の代銀納制，いわゆる所
払いの制が同郡の村々の疲弊を助長している点を指摘している。所払いとは，
農民の年貢運送負担を軽減するために，当該村落から広島蔵および浦辺五カ所
蔵までの距離（奴可郡の場合は三原蔵までの距離）のうち， 8里を越える里程
に当たる割合分の年貢米を現地で売却して銀納することを認める制度であっ
た。奴可郡の場合であれば，全村が年貢相場〔上納相場〕（初期は広島町相場よ
り石当たり 3匁上がり，享保3年以降は同価）より，石当たり 6匁5分下り（正
徳 3年以前は 4匁5分下り）の所払い相場をもって銀納を行うことになってい
12)同上 120~21頁。
13)同上 120頁。
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た14)。それゆえ，奴可郡は「浦辺御蔵所へ里程遠く御座候付，御年貢米納二仕候
儀難相成，不残銀子二而上納仕来り申候」15)という杏坪の記述には錯誤があると
思われるが，杏坪が問題視するのは，
（前略）米之価海辺山奥之相違御座候而，たとえハ浦辺二而米壱石二付六拾
五匁位も仕候ヘハ，奴可郡辺二てハ四拾五匁位も仕候得共，大概上納銀ハ浦
辺之直段二而相納候儀二御座ヘハ，凡米壱石二付銀弐拾匁位も足銀仕候様相
聞へ申候。豊年二て御座候ヘハ他郡ニハ速二米納安心仕候所，当郡二てハ豊
年程米直段下直二御座候故，是又下方之損方当郡之難題二て御座候16)0
という点であった。われわれの所払いの制の理解に沿って，杏坪の記述内容を
咀咽して述べれば，要するに，奴可郡における年貢米の現地売り払い価格は，
特典として認められている所払い相場を上乗せしても，なお「浦辺之直段」，っ
まり年貢相場〔上納相場〕に達しない低価格に止まるものであったということ
になるであろう。その差損は農民の負担に帰し，同地村民の経済的困窮をいっ
そう助長していると言うのである。
すでにこの段階で，頼杏坪が単なる任地擁護論を越えるポジションから備後
北部山間地域4郡における経済的窮状を訴えようとしている点に留意すべきで
ある。彼の視線は同時に瀬戸内沿海諸郡にも向けられており，両者の比較を通
して，「奥郡」の経済的現況を透視しようとするものであった。また，杏坪の地
域経済分析は単なる地理的決定論を越えるものであった。未だ婉曲な表現に止
められてはいるものの，備北地域4郡の疲弊の主因を広島藩の経済政策，ない
し制度的欠陥のゆえとみる姿勢が意見書の端々に滲み出ている。
3 南北地域経済格差論の提唱
杏坪が備後山間諸村にみられる経済的困窮の現実を広島領内南北諸郡間の貧
富の格差の問題，「衰郡」としての「奥郡」と「盛郡」としての「浦辺郡」とい
14)広島藩御覚書帖」 2 (「広島県史近世資料編IJ所収） 123~4頁．『広島県史近世1J
145頁。
15)前掲「奴可難渋申上初稿」 120頁。
16)同上。
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う対立図式で捉えようとする姿勢を明確に打ち出すに至ったのは，文政4年
(1821)の建白書「経済之事」においてであった。杏坪は，この建白において，
先にみた備後北部4郡の経済的窮状を訴える意見書に記した問題群を改めて整
理して示すとともに，これを領内南北地域間の経済格差の問題へと収敏させ，
その解消策を提言している。杏坪が示した問題解決のための諸施策の内容につ
いては第I章で改めて考察を行うこととし，ここでは建白「経済之事」に示さ
れた地域的経済格差に関する杏坪の所論に検討を加えることにしよう。
いかにすれば備後奥筋諸郡の経済的困窮の緩和を求める自らの訴えの正当性
を示しえるか，折々に建言を重ねる過程で，杏坪は備北地域諸村の救済問題は
自身の受郡の優遇策を期待するというような狭量な発想を越え出たものである
ことを示す必要性を痛感するに至ったに相違ない。直接的政策推進者たる藩上
層部に，また，日々自らの受郡の諸問題の解決のために苦闘を重ねている他郡
の代官たちにも，「奥郡」の疲弊救済が緊急を要する政治課題であり，広島藩農
業政策全体の問題であることを認識させる，これがおそらく建白書「経済之事」
の執筆の原点であった。それゆえ，建白書は次のように説き起こされる。すな
わち，
ー 郡村生理厚薄之儀粗見分承知仕候儀にも御座候所，近年郡方勤向被仰
付，且国郡志編集御用も相勤候付，彼是生理之厚薄考合仕見申候所，奥
筋と浦辺と南北貧富之相違ハ素5之儀二御座候所，後世之安危追々大不
同二相成申候哉，民数之増減次第二片寄候儀相見へ，此余此儀被成置候
ハヽ弥以大偏落二相成，一方ハ極盛二至り可申候得共，一方者極衰二陥り
可申候匹
代官の役務を通して，また，委嘱を受け後の文政8年 (1825)に完成をみる
こととなる「芸藩通志」の編集作業の過程で，それまで漠然と意識していた諸
郡間，村落間の経済格差の存在を，「奥筋」諸郡と「浦辺」諸郡の間の経済格差，
17)「経済之事」（文政4年）｛頼杏坪「春草堂秘録」（『広島県史近世資料編vu所収） 91頁。
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「南北貧富之相違」の問題として捉えねばならない確信を得たと言うのである。
これをこのまま放置すれば，その経済格差はますます拡大し，「南」の「隆盛」
「北」の「極衰」という対立現象は修復不可能となると述べられている。ここ
では軽く触れるに止められている「民数之増減」こそ，杏坪にとって，領内南
北諸郡間の経済格差を計る具体的な指標となるべきものであった。
この建白では，これまで杏坪が指摘してきた「奥筋」諸郡の経済的困窮を助
長する制度的欠陥が改めて整理されて述べられている。すなわち，まず第一に，
藩府による貸米銀あるいは御救い米銀の贈与策は「只一時之御仕捌」にすぎず，
「御世帯へ響キ可申儀」とみられるほどの「大造之御銀出」をともなうにもか
かわらず，郡村の「御仕向」を願う頻度と範囲を増加拡大させるばかりで，備
後北部諸郡の「民力弥増相衰申候」ような現象を生み出す結果に終わってい
る18)。第二に，「流亡之民」が増加し，手余り地が多数発生しているにもかかわ
らず，年貢負担のあり方は他郡と変わらず，「居残り百姓」達は，廃田の貢租を
村かづきとして，無主地の貢租を「合力米」として負担せざるを得ない苦境に
立たされている。しかも，「遠郡」ゆえ実施されている年貢代銀納によって，地
域農民は「御定相場」・「所相場」間に生じる差損の負担を強いられ，村によっ
ては「十成以上」の免率に相当する年貢負担を行っているケースが見られ，こ
のままでは「残り百姓」の離散が相次ぐことは必至である 19)。このように杏坪は，
先の意見書の論点を整理し，いっそう鋭角的な論調で，備後「奥郡」に対する
広島藩の農政の不備を指摘するのである。
これまで漠然と意識されてきた広島領内諸郡間の「民力」の差異を，領内南
北諸郡間の経済格差，備後北部「奥郡」＝「衰郡」，瀬戸内側「浦辺郡」＝「盛郡」
という対立図式で捉えるべき確信を得た杏坪にとって，何よりも必要であった
のは，自らの主張の正当性を裏付ける客観的な論拠を示すことであった。広島
領内各郡の「民力」の差異を表示し，しかも諸郡の経済格差を「奥郡」対「浦
18)同上。
19)同上 94頁。
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辺郡」という二項対立論で捕捉しうる客観的な指標を何に求めるか，杏坪は「民
数」すなわち人口の増減という準縄をもってこれに対応しようとするのである。
杏坪は，広島領内16郡，すなわち安芸国8郡，備後国8郡の郡別人口の推移
を具体的数値をもって示している。しかし，ここではより詳しい数値を記した
文政12年 (1829)「己丑十月言上草稿」に付された「十六郡人数増減寄せ書」の
内容を表 1として掲げよう。
表 1 広島藩諸郡における人口の推移 （人）
国名 地域 郡名 調査年度 人口 調査年度 人口 増減率
三次 享保6年 22,193 文政2年 22,082 - 0.5% 
醤 恵蘇 I 18,992 文政3年 12,720 -22.8% 奴可 正徳6年 17,712 文政4年 13,306 -34.9% 
備胃
． 
三上 I 10,938 文政2年 6,910 - 18.5% 
』三硲 I 15,489 文政3年 16,298 + 5.2% 甲奴 I 4,808 文政2年 4,115 - 4.4% 
世羅 I 21,119 文政3年 26,496 + 22.5% 
御調 正徳6年 38,452 文政元年 60,205 + 65.6% ， 豊田 正徳6年 58,306 文政年間 82,325 + 41.2% 賀茂 I 60,781 文政2年 89,270 + 46.9% 
安芸 I} 39,646 文政元年 81,575 +105.8% 
璽 沼田 I 25,858 I 35,155 + 36.0% 
国 佐伯 I 43,446 文政3年 69,744 + 60.5% 
北部 山県 正徳6年 40,963 文政2年 53,310 + 30.5% 
• 中 高田 I 43,820 I 52,245 + 19.2% 
央部 高宮 1 23,810 1 28,963 + 21.6% 
濠ただし，広島・三原・尾道・宮島の人口は含まれていない。
頼杏坪「杏坪意見」一「十六郡人数増減寄せ書」ー（「広島県史近世資料編VI」所収）143~ 5 
頁によって作成。
人口は何を表示するか，杏坪は，郡村における人口の増減を，
（前略）人数大増之村ハ当時大繁栄仕，大減之村者当時至極難渋村二而御
座候。又古今差而増減無之郡村ハ古今差而相替り儀も無御座，全ク居民之衆
散二而其郡村之盛衰明白二相見へ候ヘハ，民数増減之帖者誠二郡村盛衰之鑑
とも可申儀二御座候20)。
20)同上 93頁。
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という原理で読み取らねばならないと説く。そうすれば，諸郡の人口の推移の
あり方が物語るものは，
当時泰平之御代何方も戸口繁盛仕，既二奥山県村々も人数相増候所，私支
配奴可・三上・恵蘇郡等者右之通大二減少仕候。左候得者同郡者弥生理薄く
御座候而渡世難相成，一体気運も衰居申候而人之産育も数少く御座候故，四
方へ流亡之民も多く可有御座候。何分甚不便之儀二御座候而実以難渋之郡
柄と申儀明白二相知申候21)。
という事実に尽きると述べるのである。
広島領内の人口は全体に増加の趨勢にある。同じく奥筋に位置する安芸国山
県郡ですら人口増加がみられるにもかかわらず，備後国中央部に位置する甲奴
郡を別にすれば，杏坪の支配郡である三次・恵蘇・三上・奴可という備後山間
部諸郡のみが著しい人口の減少に見舞われている。これらの数値は，備後「奥
郡」の「生理」の薄さ，つまり経済的活力の乏しさが地域住民の家計の維持を
困難にさせ，出生率の低下，農民の離散傾向に拍車を掛ける結果を招いたこと
を意味するものであり，同地域の諸郡が「難渋之郡柄」であることを示す証左
に他ならない。杏坪は，このように，各郡における人口の増減という指標を用
いることによって，自論の客観性を示そうとした。数値という何人も抗いがた
い衡器を使用して，領内諸郡の経済格差を南北諸郡間の貧富の対立という二極
構造で捉え，かつ，自らの受郡を「難渋之郡柄」・「衰郡」の側に位置づける自
説が単なる受郡擁護論を越え出た普遍的究理の成果たることを是が非でも示す
必要があったのである。
では，逆に，なぜ人口増加が郡村の「民力」の隆盛を表示し，「民数」の増加
21)同上 94頁。
もちろん．「泰平之御世」ゆえ，全国いずこも人口増加がみられるはずという杏坪の推測
は必ずしも当を得ていたわけではない。享保6年 (1721)と文化元年 (1804)を比較したと
き，近畿•関東・東北地方では人口の減少がみられ，東海地方はほぼ横ばいであった。しか
し，山陰•四国・九州などと並んで山陽地方にも人口増加がみられ．広島藩域全体の人口趨
勢もこれと歩みを同じくした＜速水融•宮本又郎「概説17-18世紀」（『経済社会の成立一日
本経済史 1ー』 岩波書店昭和63年） 56頁＞。
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傾向がみられる瀬戸内側諸郡が「盛郡」として位置づけられるか，この点に関
する杏坪の見解に注目しなければならない。杏坪は，「浦辺郡」が「盛郡」とな
りえた理由について次のように述べている。すなわち，
又浦辺郡二而相考見候ヘハ，安芸郡一郡之民数正徳御改メ之節ハ三万九
千人居申候所，其節夫レ相応二御高前も御免も相定り候儀二可有御座候。当
時者先ツ御高外之百姓二而可有御座鼠囃田畠多く開作仕候而無貢之田地も
多分所持可仕候哉，都而民数相増候へ者必新墾之田可有御座候。民数減少候
へハ必新荒之田出来可申，是必然之理二御座候。たとひ土地狭く新墾之田無
御座候得共，下地壱人二而作り候田地弐人二而作り，五人二而作り候田地十
人二而作り候へ者，一倍之功力を用ひ候へ者取実も一倍之収納有之由二御座
候ヘハ，右様之村方二而ハ御年貢半減二も御下ケ被下候同様二も相当り可申
哉。尤浦島者漁猟之人も相増居可申，是も旧業二相倍シ舟数網数等も大二相
増候由二御座候ヘハ，生理者益厚く相成候儀二可有御座候22)。
「浦辺郡」の人口増加，「盛郡」としての成長の原因を主として相対的な貢租
負担率の低減という要件に求めようとしている。安芸郡の人口増加の事例を引
きつつ，これを可能ならしめた背景には必ず活発な新開造成の展開があり，住
民は多数の開作地の宥免の恩典の下で十分な作得を享受しているとの推断が下
されている。また，たとえそこが新開不能な狭陰な土地であっても，そこに耕
作民の増加がみられるならば，米収の増大に直結するとも述べられている。「一
倍之功力を用ひ候へ者取実も一倍之収納有之由」という一節は強引な議論に過
ぎると言う他はないが，ここでは一応，杏坪は，近世小農経営に成長の基盤を
与えたと言われる労働力多投による集約的農業の意義に触れようとしたものと
解しておこう。さらに浦辺島方地域においては，漁業に従事する可能性が開か
れており，これが同地域の人口増大の要因をなす点にも触れられている。
この建白書の中心的な狙いは「南北貧富之相違」の解消策を提示するところ
22)前掲「経済之事」 94~5頁。
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にあった。後に第I章で検討するように，彼はその解決策を抜本的な徴租法の
変更に求めようとする。それゆえ，杏坪が「浦辺郡」の人口増加の原因をもっ
ぱら主穀生産の増大とこれにともなう貢租負担率の低減という観点から説明し
ようとしたのは当然のことであった。しかし，農民の家計の安定が人口増加を
もたらすのだとすれば，都市化の進展による商業的農業の発達，農村工業等の
余業の増大，振り売り・小商い・短期奉公等の周辺都市への就業機会の増加な
ど，われわれは「浦辺郡」に人口増加をもたらしたと考えられるその他の諸要
因を容易に想起しうる。にもかかわらず，杏坪はこれらの諸点にまった＜触れ
ていない。杏坪にとって，「民力」とは究極的には米作農民の家計の安定度の総
体を意味する以外のなにものでもなく，主穀生産の安定と貢租制の保全こそが
農政の理想であったのだと言えよう。
いずれにしても，領内における南北間の経済格差，「南北貧富之相違」の解消
こそ，杏坪にとって，当面における広島藩の農政の最優先課題として位置づけ
られるべきものであった。その認識は，もし，課題への取り組みを「一年送り」
にするならば，必ずや藩政に「大御不益御差支」がもたらされるという危機意
識に支えられていた23)。杏坪は一領国を身体に準えつつ，この点を別の角度から
次のように説明している。すなわち，
誓者今身二而半身は甚肥大二相成候得共，半身者甚枯痩仕候而一身之気脈
貫通不仕，偏枯不仁之症二相成居候様成儀哉と奉存候。勿論御領分ハ御一体
二而，一統御同様御撫育可被成下上之御赤子二而御座ヘハ，何れ御親疎者不
被在一様二御仁恵可奉蒙候所，如此偏枯之姿二相成居申候而者甚御気毒奉存
候24)。
上下全身のバランスを得て初めて健康が得られるごとく，地域間の経済バラ
ンスの是正を得て初めて領国経営の安定は保持される。本来，領国は一体であ
23)同上 98頁。
24)同上 95頁。
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り，国君にとって領民は等しく「撫育」を授けられ，「仁恵」を施されるべき対
象であらねばならない。しかるに，領内に歴然と存在する「南北貧富之相違」
は，仁政を目指す藩主の理想を裏切るものである。このように，杏坪は，現8
代藩主斉賢を領民に等しく仁政が浸透することを願う理想の国君として措定し
つつ，藩政担当者が一丸となって領内南北間の経済格差の是正に取り組まねば
ならない必然性を巧みに説こうとしている。杏坪は，自らの提言が代官として
の単なる受郡擁護論を越えたものであることを示すために，自論が朱子学の知
見に叶うものであり，高所から国政を鑑み，広い視角から領内全体を見通した
結果得られた普遍的真理であることを強調しようとしたのである。
I 地域的経済格差論の生成と構造
前章でみたように，頼杏坪は広島領内の北部山間部諸郡と瀬戸内沿海諸郡の
間に著しい経済格差，歴然たる「南北貧富之相違」か存在する現実を指摘し，
その克服を広島藩の農政の重要課題として受け止めるよう広く藩政担当者の認
識を促そうとした。杏坪のこの地域的経済格差論はどの程度現実性をもつもの
であったのであろうか。また，杏坪以前において，広島藩吏僚層はどのような
地域認識を抱くに至っていたのであろうか，本章においては，これらの諸点の
検討を通して，杏坪の地域的経済格差論の論理構造とその成立基盤を探ること
にしよう。
1 地域的経済格差論の現実性
頼杏坪の説く地域的経済格差論は現実的にどの程度妥当性をもつものであろ
うか。この点については，すでに早く谷村賢治氏が数量経済史の方法を用いて，
検証を試みておられる 25)。その着眼点と分析手法には学ぶべき点が多いが，同氏
25)谷村賢治「文政期広島藩における浦辺・奥筋の非農生産と生産性格差」（『三田商学研究』
23巻 6号），あるいはその立論の起点をなす同氏「徳川後期・明治初年における芸備16郡の
経済構造」（早稲田大学大学院『商経論集J34号）。
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の分析は杏坪の地域的経済格差論を純粋に広島領内全体を「衰郡」と「盛郡」
に二分する議論と捉え，その検証を試みたものである。しかし，頼杏坪の説く
地域的経済格差論は「奥郡」＝「衰郡」，「浦辺郡」＝「盛郡」という二項対立論
の体裁を取りながら，実際には，備後北部山間諸郡と瀬戸内沿海諸郡の間にお
ける「南北貧富之相違」の実在を論じるに止まるものであったことに留意する
必要がある。同じく瀬戸内沿岸部から隔たった「奥筋」にありながら，安芸国
の「奥郡」，すなわち，山県・高田・高宮郡は彼の議論の周辺に位置づけられて
いたのである。
そのことは，杏坪の安芸国山県郡に関する言説に良く示されている。杏坪は，
各郡の「民力」の指標を特に人口の趨勢に求めたが，前章表1でみたように，
安芸国の「奥郡」においては，「浦辺郡」に比べれば増加率は低率に止まるもの
の，いずれも人口増加がみられた。杏坪は，建言「経済之事」において，その
点を踏まえ，山県郡について，
当時泰平之御世何方も戸口繁殖仕，既二奥山県村々も人数相増申候所，私
支配奴可・三上・恵蘇郡等者右之通大二減少仕候26)0 
と述べている。杏坪はこれら安芸国の「奥郡」を一応「衰郡」の枠の中に入れ
ながらも純然たる「貧郡」とはみていなかったのであり，そのことは，他のい
かなる意見書・建言においても，これら安芸国北部諸郡の郡勢ないし「民力」
について具体的な言及がみられないところにも表れている。杏坪には，備後北
部諸郡農村における「民力」の衰微，疲弊の現実は，単なる一地域の問題では
なく，広島藩農政全体の問題として捉えねばならないという認識があった。単
なる自らの支配郡に対する優遇策期待論と受け取られかねない自論に普遍性を
与えるべく，あえて領内全郡を南北に二分する二項対立論の形で地域的経済格
26)前傾「経済之事」 94頁。
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差論を提示したのだと言えよう 27)。
さて，具体的に杏坪の南北経済格差論の現実性を検討しよう。まず，杏坪の
示した諸郡の人口趨勢の実在性は疑う余地がない。杏坪は，備後北部諸郡の人
口減少は農民の郡村からの離散によって生じたと述べていたが，この点につい
ても異論はない。おそらく離散した農民の多くは若年層であり，彼らは他国，
あるいは領内瀬戸内沿海諸郡で農業奉公人，町方奉公人，小商いなどに従事し，
たずきを得たであろう。たとえ帰村することがあっても，結婚は遅れ，それは
備北諸村の出生率を引き下げる効果をもたらすことになったであろう。
一方，瀬戸内沿海諸郡の人口増加の原因について，杏坪は，
勿論人情寒苦を厭ひ楽地を好ミ候故，次第二海辺易凌方へ相集り可申28)0
あるいは，より詳しく，
又海辺里郡ハこれに反して年々人の繁殖すること移しくて，海辺にて十
五万人も増したり。されは山上まても田畠にして開作すること又幣し。さ
れとも旧額の外ハ取らせられす，年々作り取にするも少からす。故にます
／＼人あつまりて庶富になるなり 29)。
と，基本的には，「浦辺郡」既住の農民家族における出生率の上昇という要件よ
りもむしろ「奥郡」から離脱した人口の流入という要件を重視する姿勢を示し
27)そのことは建白「経済之事」にわざわざ次の一節を含む追白を書き添えているところによ
く表れている。自ら提案した南北諸郡の経済格差是正策（第II章で詳述する）の取り扱いに
ついて，藩上層部に次のように要望している。
本文之趣者他郡同勤共も惣体御上之御為熟考仕候ハヽ，愚案同意二も御座候得共，海
辺豊饒郡ハ御免上り二可相成，銘々支配郡之為二者多く相成不申候間，先ツ者好ミ不申方
ニ可有御座候間，此儀内談二も及不申候。右二付若諸郡江御談も懸り申候ハヽ，何卒上に
て御発起御座候様二者相成申間敷哉，左様御座鷹足ヘハ第一事も重く相成，且私支配郡之
為二相企候様気取申候て自然と心持も軽く，墜には下方へも洩聞へ未発以前二何角と
訴出候而，豊饒郡之内5此儀相止候様可仕も難計奉存候。（前掲「経済之事」 99頁）
28)「己丑十月言上草稿」（文政12年）｛前文欠草稿｝＜頼杏坪「杏坪意見」（『広島県史近世資
料編VI』所収）> 142頁。
29)「惣検地均田之事」（文政10年頃）＜頼杏坪「老の紫言」（「広島県史近世資料編VI』所収）＞
181頁。
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ている。杏坪の立場からすれば，備北諸郡から瀬戸内諸郡に吸収された人口が
多数の新開の造成を支え，隠田を生み出す原動力となったのであり，また，そ
のような耕地の増加が流入人口の扶養と定着を可能にしたということになるで
あろう 30)。速水融氏は，徳川期を通して，人口増加率と耕地増加率の間には高い
相関関係がみとめられ，一定地域における人口増加の程度はその地域の耕地開
発の余地がどのくらいあるかに依存するところが大きかったと言われる31)。歴
史人口学におけるこのような知見は，杏坪の見解に一定の支持を与えるものと
言えよう。
備後北部諸郡から「浦辺郡」に流入した農民のうち，ある者は新開の入作農
民となり，また地主・小作関係への転換を推進しつつあった手作地主の奉公人
となったであろう。瀬戸内沿岸の新開あるいは島嶼部における綿作・木綿織な
ど同地域の商業的農業と農村工業の活発な展開は彼らの生計維持を背後から支
30)杏坪のこの指摘がほぽ当を得たものであったことは，同郡の文政初年における未高付新
開は，藩府が把握しているものだけでも210町歩余りを数え，文政期から明治3年の時点の
間に同郡の石高に 7千41石1斗余りの増加が生じたことに顕れている。因みに，杏坪の言う
「衰郡」のうち，文政期，最も未高付新開が多く見られたのは，三次郡であり，その面積は
僅かに37町歩余り，明治3年の増高はゼロであった。他の備北3郡も大差なく，最も石高増
加がみられた三上郡でさえ，僅か72石6斗余の増加に止まっていた。これに対して，瀬戸内
海側諸郡の増高は沼田郡約5千8百19石，佐伯郡約千9百30石，御調郡約2千百74石と押し
並べて高く，これらの数値は，すでに文政期，「盛郡」においては，杏坪が推測する隠田の
存在を含め，新開の造成と土地生産力増大への動きがすでに開始されていたことを示唆し
ているく『広島県史近世2』 758頁表287,「芸藩志拾遺」 1(『広島県史近世資料編 I」所
収） 215~6頁＞。
31) 速水融•宮本又郎 前掲「概説17~18世紀」 (f経済社会の成立』） 58~9頁。
もちろん，徳川中期以降においては，非農生産の展開，技術進歩による土地利用の高度化
がもたらす土地生産性の向上，また，金肥の導入・農具開発など非土地起源の要素投入の増
加によって，明らかに生産要素としての土地の重要度は減じつつあった。それでもなお人口
増加率が耕地増加率の関数であることを止めなかったのは，本来土地と人口の比率のアン
バランスを抑止する目的で発令された幕府の分地制限令，諸藩の関連法令，また，村レベル
での百姓株の設定など村内家数の固定化措置が，近世後期，経済発展が土地資源利用の可能
性の制約に縛られることが少なくなった時点においても機能しつづけた結果であると速水
氏は説明されている（同上 60~ 1頁）。つまり，本質的に領主と農民の土地資源重視の姿
勢に変化がみられなかったことが徳川期を通して人口増加率と耕地増加率の相関関係を維
持させたのである。
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えたであろう 32)。しかし，むしろ彼らに就業機会を与えたのは都市であったと言
うべきである。振り売り，小商いはもとより，町方奉公人，日雇いなど都市に
おける就業機会こそが彼らの生活基盤を準備する大きな役割を果たしたと思わ
れる。前章表1に示された人口増減の数値は広島・三原・尾道・宮島以外の町
場人口をも含むものであったことを想起すべきである。文政初年の時点で，瀬
戸内沿海諸郡では，上記の4都市を除いて，海田市（安芸郡），廿日市（佐伯郡），
竹原下市（賀茂郡），瀬戸田町・御手洗町・忠海（豊田郡）など相当の街衝部分
を具えた町々をはじめ，人口 2千人を越える町場は14箇所に及んだ。これに対
して，領内内陸部では，三次町（三次郡），吉田町（高田郡），加計町・戸河内
（山県郡）以外に人口 2千人を越える町場の形成はみられなかった33)。「浦辺郡」
「芸藩通志」巻頭「提封略図」より転載
32)近世後期広島藩における綿作・綿業を初めとする商業的農業・農村工業の展開状況につい
ては，『広島県史近世2J第I章の論考が最も要を得ている。
33)『広島県史近世2』 468頁表152。
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の人口増加は港町を中心とする都市の発達に負うところ大なるものがあり，こ
れらの諸都市は備後北部諸郡から流失した人口の重要な受け皿となったのであ
る34)0 
だが，杏坪にとって人口問題の中心はあくまでも稲作農業と貢租負担との関
連にあった。その意味で，次に広島藩領の農業構造と貢租負担の関係を考察す
る必要がある。表2をみても明らかなように，広島領内で水田率が70パーセン
トを越える地域は，世羅・賀茂•佐伯・山県・高田・高宮の 6 郡で，これらの
諸郡こそが広島藩の米作地帯であった。杏坪の支配郡たる三次・恵蘇・奴可・
三上郡はいずれも水田率は低く，恵蘇郡に至っては，僅かに35パーセントにす
ぎなかった。山あいの段々畑が耕地の多数を占めたのである。安芸国北部・中
央部に位置する山県・高田・高宮郡は群を抜いた水田地帯であったが，備北地
方を，決して「三次盆地を中心とする米の主産地」35)などと位置づけることはで
きない。谷村賢治氏は先に触れた論考で，安芸国・備後国を含めた「奥郡」を
米作地帯，瀬戸内沿海の「浦辺郡」を畑作地帯と捉える分析結果を示されたが36),
34)歴史人口学の研究成果によれば，前工業化社会の都市においては，男子人口と女子人口の
性比のアンバランスが有配偶率を低め，結婚年齢が押し上げられて出生率が低下すること，
また，衛生状態・住宅条件の悪さが死亡率を上昇させることなどから，都市化は人口増加率
を低下させる作用を及ぼすとされている（速水融•宮本又郎前傾「概説17~18世紀」
57~8頁）。しかし，広島領内の諸都市の人口は，文化12年 (1815)をピークにその後急速
な人口の減少をみた広島を別にすれば，三原・尾道・宮島は横ばいないし逓増傾向，その他
の諸都市はいずれも相当の人口増加傾向を示した（『広島県史近世2』 486·493•507·510· 
515• 516• 531頁）。すでに早くから都市化が進展していた畿内などとは異なり，広島藩域内
の大部分の都市には未だ流入人口を受け入れ，また，自生的に人口増加を達成する余地が残
されていたのである。
35)斎藤修『プロト工業化の時代ー西欧と日本の比較史ー』 日本評論社 昭和60年 191頁。
この誤解の原因は，文政期広島藩の経済構造を「浦辺」諸郡対「奥筋」諸郡という純粋な
二極構造で捉えた谷村賢治氏の前傾論考「文政期広島藩における浦辺・奥筋の非農生産と生
産性格差」をそのまま採用されたところにある。
下って明治20年の広島県各郡の米の生産価額をみても，三次郡のそれは20万5千4円に
止まっており，賀茂 (45万8千5百円）を筆頭に，豊田・佐伯・山県・高田・安芸・御調郡
に次く旧広島藩領第8位の地位を占めているにすぎなかった（『広島県史近代 1』 362頁表
85)。
36)谷村賢治 前掲「徳川後期・明治初年における芸備16郡の経済構造」 64頁，同氏前掲「文
政期広島藩における浦辺・奥筋の非農生産と生産性格差」 80~ 1頁。
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芸北諸郡と備北諸郡の農業事情にはそのような一律的な解釈を許さない明確な
差異がみられた。
同じく表2から石盛をみると，やはり，全体に瀬戸内沿海諸郡の土地生産力
には高い評価が与えられている。杏坪の受郡では三上郡の石盛が異常に高いが，
他の 3郡はいずれも低位に止まっている。これに対して，安芸国の「奥筋」で
は，最も低い山県郡でも 8斗を越え，高宮郡に至っては安芸郡に次いで領内第
2の高い石盛が付けられている。
次に各郡の石高と人口の関係を示した表 3をみよう。人ロ一人当たりでどれ
だけの土地生産力を支えているか，あるいは， 1石の土地生産力を生み出すに
表3 広島藩諸郡の石高と人口の関係
＇ 
正徳5年 文政期
国名 地域 郡名 (1)石高 (2)人口 (3)=(1) (4)=(2) (5)石高 (6)人口 (7)=(5) (8)=(6) 
（石） （人） -;-(2) -;-(1) （石） （人） -;-(6) -,-(5) 
三次 21,385 18,757 1.14 0.88 21,469 22,078 0.97 1.03 
澁 恵蘇 22,398 18,573 1.20 0.83 22,399 12,875 1. 74 0.57 奴可 19,673 18,651 1.05 0.95 19,674 13,446 1.46 0.68 
備喜
• 三上 13,565 11,215 1.21 〇.83 13,565 8,911 1.52 0.66 
i 三硲 19,333 16,370 1.18 0.85 19,333 16,294 1.19 0.84 甲奴 4,513 4,885 0.92 1.08 4,513 4,114 1.10 0.91 
世羅 31,868 21,704 1.47 0.68 33,541 25,549 1.31 0.76 
御調 36,355 46,034 0.79 1.27 37,432 60,345 0.62 1.61 
豊田 56,224 56,625 0.99 1.00 58,261 82,341 0.70 1.41 
＇ 
賀茂 56,868 61,302 〇.93 1.08 57,201 88,271 0.65 1.54 
安芸 31,108 42,064 〇.74 1.35 31,334 81,678 0.38 2.60 
璽 沼田 20,562 25,257 0.81 1.23 20,568 35,175 0.58 1. 71 
国 佐伯 37,135 42,361 0.88 1.14 37,377 69,768 0.54 1.87 
北部 山県 31,537 42,227 0.75 1.34 31,640 53,382 0.59 1.69 
• 中 高田 43,039 45,303 〇.95 1.05 43,836 53,595 0.82 1.22 
央部 高宮 17,818 23,925 0.74 1.34 17,876 28,963 0.62 1.62 
正徳5年 (1715)の数値は，「広島藩御覚書帖」 1 (「広島県史近世資料編IJ所収） 64~75頁による。文政期の
数値は表2に同じ。
濠(6)の各郡の人口は「芸藩通志」に記載されている数値で，沼田・高宮郡を除いて，表 1の数値とは若干異なって
いる。 (3)・(4)・(7)・(8)の数値は小数第3位で四捨五入。
恵蘇・奴可郡にみられる(1)と(5)の1石の差異は，「広島藩御覚書帖」では斗の位以下を切り捨てて記載している
ために生じたものであり，石高の改定を意味していない。
(6)には広島・三原・尾道・宮島の人口が含まれないのに対して， (2)には広島を除く上記3都市の人口が含まれて
いる。
(2)の三次郡の数値は不自然であると思われるが，「広島藩御覚害帖」記載の数値をそのまま表示した。
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当たってどれだけの人口を必要とするかをみようとしたものである。各郡の人
口には町場人口と農業外の職業従事者が含まれるので厳密な数値とは言えない
ものの一応の傾向は窺えよう。谷村賢治氏は，これらの数値を人ロ一人当たり
の主穀生産力ないし石高当たりの人力投入量を示すものと捉え，その差異を郡
ごとの農業生産効率の高低を表示するものとみる見解を示されたが37), これに
は必ずしも同意しがたい。むろん，広島藩においては，寛永15年 (1638) にお
ける蔵入地地詰，正保 3年 (1646)における給知地詰以来，検地が実施されず，
石高がまったく現実の土地生産力から乖離するものとなっていたが，問題はそ
の点ではない。もし，表 3(3)・(4)欄，あるいは(7)・(8)欄の数値を農業生産効率
を示すものと解すれば，杏坪の支配郡を含め，備後北部・中央部の諸郡は，広
島領内においてきわだって生産効率の高い地域であるとともに，人口の減少の
進行にともなって，ますますその生産効率を上昇させたことになってしまう。
僅かな人口で多数の石高を生み出さねばならないこと，あるいは一定の石高
を少人数で支えねばならないこと，杏坪が備後北部山間諸郡を「貧郡」と位置
づけざるを得なかった所以はこの点にあった。同地域が米作地帯であるならま
だしも，水田率は低く，しかも裏作の麦作さえ未発達な単なる単作地帯であっ
た。まして，表2(9)欄にみるごとく，備北諸郡の免率は他郡に比較して必ずし
も低率であるとは言えず，このことは少数の農民の手で多量の貢租を担わねば
ならないことを意味した。
だが，背後にいかなる経営事情がみられるにせよ，石高に見合う農業生産が
全うされていれば，表 3の(3)・(4)欄，あるいは(7)・(8)欄の数値を各郡の農業経
営効率を表示する指標とみる見解は結果的に一定の妥当性をもつものである。
しかし，杏坪が繰り返し指摘しているように，彼の受郡たる三次・恵蘇・三上・
奴可郡においては，年貢負担に堪えられない農民が続出し，多額の藩府による
37) もっとも，同氏は，人口と石高の相関に加え，牛馬数と石高を含めた相関関係で，郡別の
生産効率を解析されている（前掲「徳川後期・明治初年における芸備16郡の経済構造」
51~6頁）。
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米銀貸付と下し米・仕向銀の贈与によって辛うじて貢租制が維持されている現
実があった。明らかに備北地域の郡村農民は自郡の石高に見合う農業生産能力
を持ちえなかったのであり，同地域における人口減少傾向と商業的農業・農村
工業の未発達な現状が事態をいっそう悪化させたのであった。
これに対して，安芸国の「奥郡」は文字通り米作地帯であった。水田率はき
わだって高く（表2)' しかも，土井作治氏作成による郡別の職業従事者構成比
較表（表4)の山県・高田両郡の場合にみるごとく，余業の発達がみられた。
比較的高い免率（表2)は浮所務に従事することによって得られる農業外所得
によって十分カバーしえたのである38)0 
表4 広島藩の郡別職業構成比率 （文政2年） （％） 
郡名 農業 商業 職 人 日雇渡世専門 専門
佐伯 50 10 漁師・船稼ぎ 10 
紙漉・山稼ぎ・駄賃稼
ぎ・浮儲 30 
安芸 50 10 専業 5 漁師・ 10 船稼ぎ 農工商山海稼相雑渡世 25 
御調 60 畳表打職 10 塩浜師 4 
• 浜子
漁師・ 10 
船稼ぎ 農工商山海稼相雑渡世 16 
山県 50 10 専業 15 山稼渡世・浮過 25 
高田 65 20 専業 15 日雇・荷歩行・持ち船稼ぎ・馬遣い 10 
恵蘇 90 専業 5 作間に鉄穴・炭焼・藁細工• その外手職稼ぎ 10 
奴可 100 作間に鉄穴・炭焼・駄賃馬遣い
文政2年「国郡志御用二付下弾苔出帳」（郡辻）に基づ<r広島県史近世2」256頁所載の土井作治氏の作表を加工。
38)因みに「芸藩通志」の安芸国「奥筋」 3郡の「区域形勢」の項をみると，まず，山県郡に
ついては，「当郡大むね山郷なりといへども，内に亦美田あり。地広く民衆＜，藩の一要な
り。」と記し，特に奥山県12カ村について，「生理甚微なれば，冬より春に至り，老幼の食を
儲へ置て，壮者は四方に口をすごし，雪消を待て帰る。その寒僻知るべし。」と書き加えて
いる。高田郡については，「北境地勢弥高くして，寒気やや緊し。然れども，大率気和し，
土肥て，居民飢因の憂ひなし。」，「産業は抄紙，織布，採漆等の浮得あり。」と述べ，高宮郡
は，「当郡の地は，北に背き，南に向ふ。故に，気候和暖にして，土地豊朕なり。鈴張飯室
村などは，封内第一の重賦なれど，民生薄からず。且農暇に，紙を製し，布を織り，又多く
山繭を製す。又川にそふ村々には，舟運行買の利もありて，やや生計を資く。」と記されて
いる（「芸藩通志」巻58・64・71)。
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瀬戸内沿海諸郡を畑作地帯と位置づけることにもやはり無理があると思われ
る。御調郡・豊田郡を除く 4郡の水田率は，世羅郡を別にすれば備北諸郡のそ
れを上回っている（表2)。むろん，余業の広範な展開がみられ，人口増加によ
る耕地の狭陰化という障害は活発な商業的農業・農村工業によって克服された。
杏坪の言う「浦辺郡」においては，人口増加の刺激によって，稲作農業の一定
の展開の上に，非農生産の発達が促されるという特徴がみられたのである。
ところで，斎藤修氏は，ヨーロッパにおいては，プロト工業の進展が女性の
結婚年齢の低下をもたらし，これを通して生じた出生率の上昇が人口増加に繋
がったのに対して，江戸後期日本の農村工業はかえって女性の結婚年齢を遅ら
せる結果をもたらし，農村工業展開下においても人口増加に及ぽす影響力は，
なおも稲作農業の成長に支えられる部分が大きかったと述べておられる39)。瀬
戸内沿海諸郡の人口増加の主因は備北地域など他地域からの人口流入に求めら
れるにせよ，それらの人口を涵養する上で，稲作農業が果たした役割もまた看
過されるべきではないと思われる。
要するに，同じく「奥筋」に位置しながらも，安芸国北部諸郡と備後国北部
諸郡の農業構造は明らかに一線を画するものであった。杏坪の言う「浦辺郡」＝
「盛郡」，「奥郡」＝「衰郡」という対立図式は，備北諸郡と瀬戸内沿海諸郡の現
状を説明するものであった。「奥郡」のうち備後山間諸郡は米の単作地帯であっ
たが，公定の石高に見合う生産力がなく，また，余業も未発達という最悪の条
件下にあり，これに対して，安芸中・北部諸郡は米作地帯であり，比較的農業
外所得を得る機会にも恵まれていた地域であった。沿海部諸郡は一定の稲作の
発達の上に，商業的農業と農村工業を展開させ，しかも都市に結びついた多彩
な就業機会を具えた地域であった。
2 地域的経済格差論の成立基盤
ところで，広島領内の地域間に経済格差がみられることは，必ずしも杏坪の
39)斎藤修 前掲「プロト工業化の時代ー西欧と日本の比較史ー」 225~30頁。
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指摘を待って初めて知られるようになったわけではない。それ以前においても，
領内における地域間の経済力の相違，貢租収入の根源となる諸郡の農業事情の
相違は，広く広島藩の吏僚たちに認識されるに至っていた。そのことは，杏坪
が地域的経済格差論を構築する以前，すでに享和期において，地方書「芸備郡
要集」に相当綿密な広島領内における地域論が展開されていることからも明ら
かである。
地方書「芸備郡要集」に記された地域論の内容は，おそらく当時，広島藩の
郡方所務に携わっていた地方役人たちに広く分け持たれていた地域認識の水準
を示すものであっただろう。同書の地域論は，広島領安芸国8郡・備後国8郡
について，郡ごとに，あるいは一部2郡を一括した形で，各地域における農業
事情，諸産業の展開状況，特産の形成過程，都市と商品流通の現状を論じたも
のであり，郡方所務に携わる地方役人の参考に供すべく，言わば「郡勢要覧」
としての役割を果たすことを期待して記されたものである。同書の地域論につ
いては，すでに別稿で相当詳細な検討を加えたことがあるのて40), ここでは，そ
の内容をわれわれの関心の範囲に絞って要約し，表5として示そう。郡により
内容に精粗がみられるものの，同表から「芸備郡要集」の著者が各郡の郡勢を
いかに捉えていたか，その鳥廠を得ることは可能であろう。
表5から得られる「芸備郡要集」の郡勢把握の方向性を記せば，おそらく次
のようになるであろう。すなわち，まず，杏坪の評価と同じく備後北部4郡の
農業経営の不安定性が指摘されているが，むしろ中央部に位置する世羅郡の疲
弊が強調されている。一方，安芸国北部および中央部については，多彩な収入
源の存在によって農業経営の安定がもたらされているとの評価が下されてい
る。先のわれわれの考察結果と同様に，「芸備郡要集」の著者もまた安芸国の「奥
筋」諸郡の郡勢を高く評価する姿勢を示したのである。瀬戸内沿海諸郡につい
ては，御調郡，賀茂郡の良質米の生産，あるいは農政の円滑さに高い評価を与
40)拙稿「享和期における広島藩諸郡の経済事情ー「芸備郡要集」の分析を中心として一」（尾
道短期大学『研究紀要j第32集(1)。
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表5 「芸備郡要集」による広島藩郡勢一覧（享和～文化初期）
備後国北部・中央部
郡名 漁労・狩猟・鉄山・塩業 農林業・農村工業 都市・流通 評価・所務難度
三次 鮎（鵜飼）・鮭。 麦作は不良，作付けは米 雲・伯•石州から三次町
恵蘇 猪・鹿・雉・ 鳩・熊。 作の 2割程度。 への商荷の減少。帰り荷
鉄山。 としての塩販売の減少。
三次町を介した伯・石・
備後の鉄荷の流通は現在
も好調。
奴可 狩猟•漁労ともに寡少。 作毛は良好なるも荒れ
三上 鉄山。 地・無毛地多く耕作に徳
益なし。農民の離散顕著。
煙草・拷・奉書紙。
三硲 狩猟・漁労ともに寡少。 土壌•水利良好。肥草豊 元結の販売多大（吉舎町） 「一体宜敷郡」。
富。麦・ 木綿・苧・大豆
作良好。農民の定住度は
高い。農村工業は少なく，
杉原紙程度。
世羅 土壌•水利不良。田地は 御仕向牛馬の実施。
広いが赤土多く，旱魃・ 上下銀借受額累積による
長雨に弱い。肥草謀少。 農民の疲弊。
稲作反当たり収凩寡少。 「借銀之事第一者世羅郡
農民の離散顕著。特に産 之大病」。
業・産物なし。
甲奴 給地8カ村
備後国南部
御調 人口に比較して耕地不 尾道町繁栄。港は大船の 尾道蔵所請米は良質米ゆ
足。大百姓なし。早魃多 直積み可能。荷受問屋40 え大坂へ直登せ。「御国隋
発。土壌良好。稲作は早 軒。風来者の入り込み多 ー」の因島米のみ御前米
稲中心から．近年中稲・ く人口過密。 として広島送り。
晩稲中心へ移行。麦・木 海側の家居の築出し多
綿・大豆・小豆良作。閥 く，潮流速まり繋船に支
草・畳表。野菜（尾道町 障。大船による廻船（椋
ヘ販売）。 の浦）。
安芸国北部・中央部
山県 川浜梁猟。鉄山働き第 水利良好。肥草豊富。農 長洲鉄の駄送（奥山17ヶ 山方・紙蔵所務諸郡に勝
-(奥山17ヶ村）。 民の作得は多い。ただし， 村）材木の筏流し・薪の る。
奥山17ヶ村は，豪雪地帯 船送（太田10ヶ村）。加計 「質素第一の風俗」。
ゆえ稲の単作のみ。悪質 村は人口集中し，きわめ 「一体御所務はいとやす
米のためすべて鉄山下し て繁栄。 きかた也」。
米とする。鑢・鍛冶屋へ
販売用の薪炭生産が生業
の中心。養蜂業。
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高田 鑢・鍛冶（奥村）。 全体に水旱の難なし。土 鉄荷など諸荷物の川謄． 所務•取り立ては容易。
壌•水利良好。若干水害 駄送による輸送。 拝借銀・オ覚銀の返済に
あるも夫役は郡内で処理 遅滞なし諸運上多額。御
可能。農民の定着度は高 用銀上納も領内一。「御納
い。苧麻・栗・ 柿・茶・ 戸郡」。
椿・漆。煙草（志路煙草）。 田畑境・村境・山論・村
紙漉き・薪販売。 入用をめぐる指縫れ・出
田畑の作得大。 入り・公事・訴訟の多発
は「此郡の病」。
高宮 鮎・ウルカ（河戸藩営 芋・栗・柿・菜種・紙漉 広島までの舟運至便。石 郡概し免は六つ余と他郡
梁所）。 き・紺屋多数。山繭・紬・ 州・山県郡からの鉄・薪 に比べ高率。（飯室村八つ
薪（飯室．鈴張）•筵（大 他の諸荷物輸送により河 六歩，鈴張村九つ三歩余
遠寺，勝木）。竹細工（今 戸の荒物問屋・船積み人 で領分随ー）。「何分潤敷
井田）。竹の子笠（中島）。 夫繁栄。 郡柄」。
蠣燭油（狩留家）。干し柿 「至而直キ郡」。
（河戸藩営見取り所）。
安芸国南部
豊田 海漁・川漁・塩業。 地方は水害，島方は干魃 本郷宿は施設の不備，賄 「郡内者水旱の変有之，
多発。栗・柿木。 いの悪さが風評となり衰 御所務方難渋なり」。
微。 村々は借銀が累積し貧
窮。
賀茂 海漁・川漁・山猟・塩 水旱の害あるも，年貢収 廻船業寡少。 「御所務は最安き郡柄な
業寡少。 納に支障なし。特別の産 り」。
ただし，竹原塩田の塩 業・産物なし。栗・柿木・
窟数は領内第一。 林業・紙漉き寡少。
安芸 産業・産物多数あるも． 倉橋村の造船業は衰微。 郡概し免は六つ八・九歩
人口過密ゆえ耕地不足。 瀬野・矢野の繁栄。 と低率。
水害・旱害多発。 「御所務六ヶ敷方なり」。
「農人の暮方過分二も有
之」。郡村は府中川の堀り
浚え入用による借銀の累
積と海田宿経営維持に要
する郡足し銀負担に苦し
む。
沼田 大工卯之助の発案による 祇園町の在町としての発 「何となく質素の郡風」。
定用水の完成。西原村の 展。椋木渡し船（百姓持
旱害解消 ちゆえ片道5文，年間3
百匁の運上賦課）。
佐伯 水害・旱害多発。特に能 「風俗は何となく近在な
美島16ヶ村の旱害，廿日 がら無骨なり」。
市の水害顕著。家老上田
給知20ヶ村は鍛冶屋へ販
売用の小炭の生産が生業
の中心。うち小方・大野
村は紙漉き，大野•宮内
村は稲の単作のみ。
「芸備郡要集」 16~29 「廿日市町史資料編IIJ所収） 63~79頁によって作成
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えつつも，むしろ旱害の深刻さを強調し，稲作農業の不安定性を指摘している。
総体としてみれば，農業経営の安定度は前二者の中間に位置するとの判断が下
されているとみることができる。
すでに過去に論じた「芸備郡要集」の郡勢論を再びここで蒸し返す愚は避け
たい。ここでは，杏坪がすでに過去から地方役人たちに分け持たれていた地域
認識を汲み上げ，自らの地域的経済格差論を編み上げていったことを知る意味
で，杏坪が「衰郡」と捉えた備北地域諸郡のうち，奴可・三上両郡の農業事情
に関する「芸備郡要集」の一節のみを取り上げるに止めよう。すなわち，
（前略）作毛者出来も宜敷多葉粉を多く作る。（中略）耕作者得益なき也。
荒地無毛之土地多く自然と作人も減し農家至而無数の村有之，田畑荒所多
＜去共極たる年貢は百姓とも差出，其外村方入用諸役類も悉く有附百姓と
も間き候故，約る所銘々出方増身前之貢之外二人之貢諸役も勤る故，所詮耕
作してハ取続き難き杯と申立弥増作人減候故，其取斗方上之御厄介物なり。
耕作止候者共は兎角市々江奉公又者小商ひ或者漁師・鉄山稼•他国江も行候
ニ付段々人家減し候。其所々者百姓有附之行ひ専ら也。ケ様之所者作毛をば
猪鹿喰諸鳥も荒し彼是以而得少く有附兼候41)0
記述内容は杏坪の備後北部諸郡の経済的現状に関する言説と驚くほど酷似し
ている。冒頭に記されているように，「芸備郡要集」の著者はこの地域における
稲作の生産性をむしろ高く評価している。それにもかかわらず，地域農民の農
業経営は「得益」がなく，困難であると言うのである。その理由は農民の離散
にともなう農村人口の減少によって，残留農民の年貢諸役・村入用に負担増加
が生じている点に求められている。過重な負担が残留農民たちの農業経営を圧
迫し，更なる離散を生み出している現実にいかに対応するか，この問題は難関，
「御厄介物」として郡方役人たちに意識されていたのである。
広島藩においては，たとえ村内に無主地・無毛地の発生をみても村高を改変
41)「芸備郡要集」 18 (「廿日市町史資料編IJ所収） 66~7頁。
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せず，村ごとに常に従前どおりの租税負担を課す，いわゆる「村高不易の原則」
が基本的な租税徴収原理であった。このため，「有附百姓」，すなわち，残留農
民たちは，離散農民の旧来の負担を「かづく」必要に迫られ，年貢諸役・村入
用の負担増加に苦しむこととなった。彼らは農業経営の維持がますます困難に
なり，自らも離農する道を辿っていく。村を離れる者たちは，領内の諸都市へ
奉公・小商いに，場合によっては他国へさえ赴く者もおり，村に残留する者も
離農して，漁師・鉄山稼ぎなど農業外に生業を求める傾向がある。その結果，
荒れ地・「無毛之土地」がまた増加し，残留農民の経営にさらに圧迫が加えられ
ていく。「芸備郡要集」の著者は簡潔な筆致で奴可•三上両郡の農業事情をこの
ように描きだしている。「其所々者百姓有附之行ひ専ら也。」，つまり，残留農民
は辛うじてその地に踏みとどまっているにすぎないと述べた一節に，著者の両
郡の郡勢に対する評価のいっさいが示されていると言えよう。三次・恵蘇両郡
の農業事情について「芸備郡要集」の述べるところは少ないが，おそらく，両
郡の農業事情全般に対する評価は奴可・三上両郡の場合とそれほど変わるもの
ではなかったであろう。
地方書「芸備郡要集」は広島藩地方役人の間に広く流布した。それは同書の
写本ないし亜流本が多数残存している事実によって明らかである42)。同書は，郡
方所務に携わる藩吏たちに領内諸郡の郡勢の差異を知らしめ，彼らに共通の地
域認識をもたらす役割を果たした。同書の地域論の本質は，地方役人に諸郡の
郡勢に関する知識を与え，彼らが赴任先で支障なく郡務を果たしうる前提条件
を提供するところにあり，各郡に存在する農政上の諸問題はあくまでも読者た
る地方役人各自がその解決に取り組むべきことであった。このような著者の大
局から広島領内諸郡の経済事情を論じようとする一貫した姿勢が，ー地方役人
42)地方書「芸備郡要集」の元著は，享和期ないし文化初年頃に無題で記された。文化 4年
(1807)に成立をみた「理勢志」はその亜流本の一つである。天保10年 (1839)書写による
廿日市市渡辺家所蔵本が『廿日市町史資料編I』に活字翻刻されたため，その内題「芸備郡
要集」が書名として一般化されるに至った。
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の著述の域を越えた客観性を具えた叙述を可能にし，「芸備郡要集」の地域論は，
数多くの郡方役人たちに広く写し取られ，読みつがれたのである 43)0 
しかし，杏坪は，地方書「芸備郡要集」の著者のごとく第三者としての立場
から郡勢論を展開するわけにはいかなかった。広島領内の地域間にみられる経
済格差の問題は，もはや地方支配の領域で対処，克服が可能な問題ではなく，
領国全体の問題であり，藩政の主要な課題でなければならなかったのである。
3 地域的経済格差論の構造
一般に頼杏坪の地域的経済格差是正論は，広島領内南北諸郡間にみられる経
済格差の是正を目指すために，「奥郡」における産業の振興を説くものであると
受け止められている。例えば，『広島県史近世2』には，内陸諸郡と内海諸郡の
民力の差異は，「奥筋衰郡・衰郡貧村と浦辺盛郡・盛郡富村という言葉で対比で
き」，杏坪は「両者の間を近づけるために，奥郡の産業を起こし，民力を厚くす
ることを強調している。」と記されている 44)。しかし，このような解釈は杏坪の
地域的経済格差是正論の一面に触れたものにすぎない。むしろ，杏坪の地域的
43)言うまでもなく，このような広島藩地方役人に窺える地域認識の深化は支配の必要性か
ら生み出されたものであった。しかし，彼らにとって「地域」が単なる行政区画としての「郡」
に止まり，それが「上からの」地域論にすぎないものであったとしても，彼ら中間的吏僚層
が領国内に地域性を認め，その差異を強く意識するに至ったことは．広島藩地方支配の展開
に画期を印す事象であったと言うべきである。頼杏坪の地域的経済格差論はこのような土
壌から生み出されたものであった。
なお，近年，近世における地域．地域秩序をめぐる研究が興隆をみせている。近世村落を
自己完結体として捉えるのではなく，村→組合村→「郡中」という重層的な構造の中に位置
するものとして把握する必要性が説かれ，そのような地域的結合の主たる担い手として村
役人・豪農層の役割を菫視する傾向が強まっている。村役人／曽は，単なる領主支配の末端・
村共同体の代表から, 18世紀後半以降．村→組合村→「郡中」という行政組織の運営を主体
的に担う存在に成長を遂げたと言う。＜久留島浩「百姓と村の変質」（岩波『日本通史』第
15巻近世5 岩波書店 平成 7年所収），同氏「組合村（村連合）と地域秩序」（村上直編
『日本近世史研究辞典』 東京堂出版平成元年所収） 96~ 7頁。渡辺尚志『近世の豪
農と村落共同体」 東京大学出版会 平成6年＞。これらは主として天領・畿内非領国地域
の事例研究から編み上げられた議論であり．広島藩の場合については検証を行う必要があ
るが．おそらくこのような村役人層を中心とする「下からの」地域観の拡大と地方役人の地
域観の深化の接点に藩政末期の広島藩地方支配が現出されたことが予測される。
44)「広島県史近世2j 254頁。
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経済格差論の関心の中心は農業問題，特に主穀生産と貢租負担の関連にあった
と言うべきである45¥
すでに前章でみたように，頼杏坪は安芸郡を「盛郡」の典型と見定めつつ，
同郡の繁栄の原因をもっぱら未だ高付されない開作地の増加と集約的農業の展
開による土地生産力の向上に求めようとしていた。農村工業・都市への奉公な
ど，いわゆる浮所務が同郡の「民力」を涵養した可能性をあえて黙殺する姿勢
を示したのである。杏坪にとって，「浦辺郡」が「盛郡」である所以は同地域の
農民が耕地の拡大と土地生産力の上昇によって，相対的に貢租賦課率低下の恩
恵に浴しているという点にあったののである。
本質的に杏坪の関心の中心は免率あるいはかづき高を含む貢租負担率にあ
り，その高低が農民の作得の多寡を決し，その総和が各郡の「民力」に反映す
ると意識されていたと言えよう。郡勢を判断する根本的な基準は郡村農民の貢
租納入の確実性と安定度，ひいては作得の多少に求められていたのである。杏
坪のこのような「民力」観は彼の藩財政運営原理に関する基本理念を体現する
ものである。彼は藩政推進者たちに対して度々藩財政運営を「鼠入為出」の原
理に叶う方向に，すなわち年々の定年貢収入に見合う規模に藩財政支出を縮小
する方向に転ずるべきことを建言した46)。彼の藩財政運営理念からすれば，本来
藩庫に吸収されるべきはずの作得を享受している郡村こそが「民力」を具えて
いるのであり，次章でみるように，それゆえにこそ，抜本的な免率の操作を加
えてそこから新たな貢租収入を引き出す必要があると認識されていたのであ
る。
45)杏坪自身，三次町奉行に昇進した後，代官時代自らの支配郡で実施した産業振興策として
の柿木植栽，あるいは，他領からの人寄せ・銀寄せ対策として行った富閾興行について，「尤
是等畢党皆小利二而御座候得者永々御安心奉備候様二者難被為至其段奉恐候〕と述べ，あくま
でも貢租制の改革が領内南北諸郡間の経済格差を是正する第一要件であることを改めて強
調している（前掲「己丑十月言上草稿」 141頁）。
46)「御世帯向之義御尋二付申上覚」（文化7年） ＜頼杏坪「春草堂秘録」 (f広島県史近世資
料編VI』所収）> 71~4頁。その内容の詳細については，拙稿 前掲「文化後期広島藩財
政政策の位相J 22~34頁を参照。
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杏坪は「盛郡」における未だ高付されない多数の新開の存在を指摘したが，
彼にとってはそこでの作物作付けの現状は関心の埒外にあった。そこに何が作
付けされようと必要なのは領主側がこれに石盛を付すことであり，未登録の新
開から新たな貢租収入を引き出すことであった。隠田に対する強い関心もこの
ようなあくまでも主穀生産を基盤とする貢租制を藩財政の基線とみる杏坪の財
政観の反映に他ならないものであった47)。後にみるように，杏坪が地域的経済格
差を是正する最終的な手段を総検地の実施に求めたことは，その意味でむしろ
当然の帰結であった。
このような主穀生産を中心に据えた杏坪の「民力」観の特質は，前節で触れ
た地方書「芸備郡要集」のそれと比較したとき，いっそう明瞭なものとなる。
表5をみても明らかなように，同書の著者の視野は浮所務，すなわち農民の余
業，農業外の産業への就業機会を重視する方向に広がるものであった。むろん，
浮所務に従事しうる可能性によっても農民の貢租負担力は左右される。浮所務
は農民の家計に余力を与え，彼らの貢租負担力を維持せしめるという点で貢租
制を補完する機能をもっている。しかし，山県郡の郡勢を「御山方御用・御紙
蔵御用も諸郡に勝れ候。」 48)という点で評価している姿勢にも表れているよう
に，「芸備郡要集」の著者にとって，浮所務はむしろそこに諸運上を賦課し，生
産・流通統制を加えうる対象として，藩財政収入の源泉として意味をもつもの
であった。同書の著者は，郡勢ないし諸郡の「民力」を郡村農民の貢租負担力
とともに，その地域において現在，諸運上・藩専売制・藩営事業から得られて
いる財政収入の実績，ないしその将来における可能性の両面から判断しようと
したのである。
しかし，頼杏坪は浮所務の展開状況を直接各郡の郡勢・「民力」を計る指標に
47)「田畠開添等致居候者自訴懇諭書試」（文政10年） ＜頼杏坪「春草堂秘録」（「広島県史近
世資料編VI」所収）> 101~ 3頁。この建言で杏坪は，藩府が触書をもって一定度隠田所持
者を威嚇し，摘発を受け没収されないうちに自ら申し出るよう論せば，必ず多数の隠田所持
者が自訴し，巧まずして「御高増」の利が生じると説いている。
48)「芸備郡要集」 24 (『廿日市町史資料編I』所収） 73頁。
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加えるわけにはいかなかった。彼は当時の儒学者一般にみられるような頑迷な
抑商論者ではなく，商人であれ，農民であれ，民間の商品生産・流通の自由な
展開を容認する姿勢を示したが，浮所務に吸着して，そこから財政収入を得よ
うとする藩財政運営の方向を領主側が領民と利益を争う「与民同利」の行為と
して激しく糾弾し，藩専売制・藩営事業の廃止を求める立場をとった49)。彼にと
っては主穀生産以外から得られる民の利益はあくまでも民のものであり，浮所
務は農民の貢租負担力を培養する意味においてのみ価値が置かれるべきであっ
た。為政者側が一経済主体として領民と利益を争う方法を財政運営原理の一半
に組み込むことを容認しえなかった杏坪からみれば，浮所務の展開は農民の家
計維持の手段としてのみ評価されるべきであり，領主側は一切これに手を触れ
てはならないものであったのである。杏坪は，藩財政運営の理想を「量入為出」，
すなわち，定年貢収入に見合う財政支出の執行に求め，あくまでも石高制に基
づく貢租制が藩財政の基盤たるへきことを主張した。それゆえ，各郡の郡勢な
いし「民力」とは郡村農民の貢租負担力であり，貢租負担を全うしえない村民
を多数抱える諸郡こそが「衰郡」であり，「貧郡」であった。前章でみた通り，
杏坪は，「衰郡」・「貧郡」たる備後北部4郡における藩営鉄山を廃止し，すべて
民営鉄山にすべきことを建言したが，そこには本来地域農民の貢租負担力を涵
養すべき浮所務を藩府自らが摘み取っているという批判が込められていたので
ある。
I 地域的経済格差是正策の提唱
頼杏坪の問いは，代官としての自らの受郡である三次・恵蘇・三上・奴可と
いう備北4郡は広島領内諸郡のなかで，なぜひとり郡勢弱く，農民は絶えず疲
49)「産物座二相成候事」（文政3年）＜頼杏坪「春草堂秘録」（「広島近世資料編VI」所収＞
85~8頁。
化政期広島藩における国益政策展開の動向と，これに対抗する杏坪の藩専売制・藩営事業
反対論の内容については，拙稿 前傾「文化後期広島藩財政政策の位相」 70~81•104~22 
頁を参照。
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弊にさらされねばならないかという点にあった。同じく「奥筋」に位置しなが
ら，芸北諸郡は一定度の「民力」を保持するに至っている。況んや瀬戸内沿海
諸郡の農民はひたすら我が世の春を謳歌している。等しく広島藩の領民である
にもかかわらず，なぜ備後国山間諸郡の農民は領内に存在する地域的経済格差
の暗部を引き受けなければならないのか，それは現行農政の矛盾を示すもので
あり，藩政担当者はこれを重要課題と受け止め，急ぎその解消に乗り出すべき
であると主張したのである。杏坪はこのような広島領内の地域間にみられる経
済格差はいかにすれば解消しえると考えたのか，最後に本章では，杏坪が説く
地域的経済格差是正論の内容を検討することにしよう。
1 免率操作論
杏坪は広島領内にみられる南北諸郡間の貧富の差異を解消する方途をまず免
率の操作，すなわち，「衰郡」の免率を下げ，「盛郡」の免率を上げる方策に求
めようとする。杏坪のこの免率操作論は徐々に形成されたものではなく，領内
における地域的経済格差を意識した当初から念頭にあったものであった。彼は，
すでに文化11年 (1814),意見書「三次・恵蘇地合救方愚考」のなかで，次のよ
うに述べている。すなわち，
（前略）段々愚考申値仕候所，全体両郡困窮之根本ハ人民減少田地手余
り地多く相成，荒地悪田多く，伍之村闇等二而御免高免二相当候。全ク前文
段々申上候通二御座候ヘハ，御免下ケ候儀第一之凌二御座候。依而里郡二而
者大造之新開田畠等も出来仕候而御所務も相増候儀二可有御座候間，夫た
け奥郡荒地出来難渋村之分者御免御下ケ被下候ヘハ，奥里貧富平均二相成
候道理二御座候。此儀第一之儀二御座候得共，容易相調候儀共不奉存候50)0
文中に言う前文とは，先に第I章でみた三次・恵蘇両郡村々における疲弊の
現状を論じた部分を指している。人口の減少によって手余り地が発生し，かづ
き高の増加が生じて，相対的に免率が高率となった「奥郡」の免率を下げ，逆
50)前掲「三次・恵蘇地合救方愚考」（文化11年） 111頁。
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に新開の増加によって相対的に免率が低下している「里郡」（「浦辺郡」）の免率
を上げることによって「奥里貧富平均」をはかるべきだというのである。しか
し杏坪は，この段階ではまだ「容易相調候儀共不奉存候。」と，この提言を留保
している。そして，当面は支配郡内村落間の「貧富平均」策の推進に目標を定
め，藩府貸米銀の貸付•取立所務を代官所の自主管理とすることを求め，「御代
官所考ヲ以，取立相成候村ハ取立，其余或者浮置二仕，又難渋村ヘハ右取立物ヲ
以少々扶助遣し候様」な施策を実施する許可を懇請したのである51)。
杏坪はその後も免率操作による「奥里貧富平均」の実現を求め続ける。その
論調は未だ抑制されたものであるとは言え，自らの提言の実効性と実現の可能
性に対する確信を深めていくのである。頼杏坪が「奥郡」の免率引き下げ，「浦
辺郡」の免率引き上げによる「奥郡」の貧窮緩和策を改めて正面から提言し，
一歩も譲らぬ姿勢を示したのは，文政4年 (1821)の建言「経済之事」におい
てである。第 1章で触れたように，「芸藩通志」の編纂を終え，瀬戸内沿海諸郡
における人口増加，備後山間諸郡における人口減少という両地域間の「民力」
の差異を示す客観的な指標を得た杏坪は，自論の正当性を確固たる自信を持っ
て主張しえたのである。
同建言で杏坪は自らの提言の意図を次のように説明する。すなわち，
当時浦辺盛郡其外二而も富村御しらへ，御年貢土免御上御取被成，且隠田
等も御しらへ被成候而御所務御増し被成，其新御税入を以奥筋衰郡其外ニ
而も貧村之土免相当二御下ケ被成，夫々成立候様被成下度奉存候。是迄も極
難渋村へ者御免下ケ代りとして年々被下米も余程之義二御座候得共，中々
行届候儀二無御座，夫々其土地二応し本道二土免御下ケ被下候へ者下方之潤
格別二行届，且御費筋も無御座候得者，御世帯江こたへ可申様も無御座両全
之計二而も可有御座奉存候52)0 
ここでは，「奥郡」＝貧村，「浦辺郡」＝富村といった従来の二項対立論を緩和
51)同上 112頁。
52)前掲「経済之事」（文政4年） 91~2頁。
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し，「浦辺郡」を含め，あらゆる富村の免率を上げ，また隠田など貢租収入の源
泉の発見に努めて，貢租収入の増加をはかり，その余剰分をもって「奥郡」を
含む領内のすべての難渋村に免率を下げる措置が講じられるべきであると述べ
られている。自論の説得力を増すために，議論をより綿密化させているが，杏
坪の提言の本質は，相対的に「衰郡」たる「奥筋」諸郡の免下げ，「盛郡」たる
沿海「浦辺」諸郡の免上げの実施によって，「奥里貧富平均」の実現をめざすと
ころにあったことは言うまでもないことである。免下げの代用として実施され
ている貧窮村落への下し米の下賜は徹底することが難しく，しかも財政支出を
ともなうのに対して，「浦辺郡」ないし富村の免上げによって得られた追加貢租
収入を「奥郡」ないし貧村の免下げの損失補填に充てる施策は，なんら藩財政
に影響を及ぽさない良策であると自賛している。
しかし，現実に「浦辺郡」・富村の農民はそのような免上げに耐えられるのか，
また，免率操作による「奥里貧富平均」策に藩財政に破綻をもたらす危険性が
潜んではいないか，このような疑念を予想して，杏坪は次のように述べている。
すなわち，
（前略）右之通御融通之経済二も相成候ハハ，御銀出之費も無之思召通御撫
育も可被為届，且又盛郡富村二て土免少し御上ケ御座候共，当時之勢二而者
決而其地之傷に相成可申様二者相見へ不申，其増シ御所務御取集メ難渋村
夫々御引起，御免御下ケ其外十分御撫育御取計御座候共，不足二者至り申間
敷候。見込之通参候ハヽ多分御余慶も出来申哉と奉存候。仮令其儀無御座候
共年々貧郡御仕向之大費者相止可申と奉存候53)0 
杏坪にとって，多少の免率の上昇を許してもなお余りある「民力」・担税力を
有している地域こそが瀬戸内沿海「浦辺郡」に他ならなかった。「盛郡富村」か
らの年貢増徴分を「難渋村」の免率を下げる撫育策に用いても，なお余財が生
じるはずであり，たとえそれが無理でも，年々「貧郡」たる「奥郡」に仕向け
53)同上 92頁。
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られる御救い米銀の支給の停止が可能となり，藩財政への悪影響などあろうは
ずはないと断言するのである。
ところで，この杏坪が主張する「御免上ケ下ケ之工夫」による「奥里貧富平
均」策を，頼棋ー氏は「宝暦以来の定免制施行が現実と合わなくなっているか
ら土免制に復帰せよと主張」したものと捉えておられる54)。また，同氏はこれに
注記を付され，「広島藩では享保元年それまでの土免（春免）から定免制となっ
たが，享保3年の大一揆によりそれを撤回し再び土免制に戻った。しかし，杏
坪が『定免制』と認識しているように，前年の免を基準としたため，宝暦頃か
らほとんど変化がなかった。」とも述べておられる55)。頼棋ー氏のこの見解は果
して当を得たものであろうか。
広島藩における徴租法の推移については異論はない。若干付言すれば，杏坪
がこの免率操作による「奥里貧富平均」策を構想していたころ，広島藩におい
ては，土免制の下で，完全な免率の固定化が実現していた。享保3年 (1718)
の土免制への復帰直後，一揆が終息して間もないこともあり，領内全村におい
て一時的に免率を下げ，農民との妥協をはかる方針が採られた。しかし，やが
て免率は上昇に転じ，若干の上下動を繰り返しつつ，一揆直後と同程度，ない
しはそれを越える高い水準に到達し，元文後期ないし宝暦期以後，広島領内諸
村における免率は，その水準で完全に変動を停止するに至った56)。杏坪の時代，
化政期において，広島藩における土免制の下における免率固定化措置は完全に
定着をみ，もはや変更の余地のないあたかも不変の施策のごとく機能していた
のである。
だが，この「定免制」は領民になんらの布令を行うことなく，済し崩しのう
ちに実現したものであった。それゆえ，本来年々免率の変動を許す土免制の下
で実施されていた郡方所務は廃止されず，免率の固定化が定着した以後におい
54)頼棋ー『近世後期朱子学派の研究j 渓水社昭和61年 267頁。
55)同上 272頁注(5)。
56)拙稿 前掲「広島藩における土免制の構造と展開」 43~6頁。
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ても，そのまま継続実施された。すなわち，例年1月の村々への土免制採用の
触れ出し， 4月の免率を通知する免状の公布，さらに，次年度に免率を決定す
る際，その参考資料を得るために毎年8月に実施されていた村々の作況調査た
る合穂枡突は，形骸化するに任せたまま年々無意味に繰り返されたのである 57)0
年季も定めず，年送りに免率固定措置を引き延ばしていく，姑息とも言えるこ
のような広島藩の徴租制の現状を果して杏坪は真に「定免制」が実施されてい
る状態とみていたのだろうか。
杏坪は広島藩の徴租法の現状について，次のように述べている。すなわち，
（前略）土免上ケ下ケ之義者御家法のミならす天下之通法二而，其土地之盛
衰甲乙二応し相当高下被成下候儀故，盛郡之内二ても当時不合之村方も御
座候ハヽ御免下り可申，貧郡之内二而も当時成立之村ハ御免上り可申も可
有御座候得者，一統服従可仕至極之御良法二而，御他領二而も毎々被相行候
儀と相聞へ申候。御家二而も御同様二御座候所，当時御中絶二而御定免之様
相成居申候得共，何時二而も高下可被成下御建り二御座候。宝暦已来久敷相
（俄）
改り不申故，当時二而ハ土免不合之村方多可有御座候ヘハ，仮令右融通之議
無御座候得共，御免御改正被成可然御時運二而も可有御座候歎58)0
明らかに杏坪は土免制の下で年々免率が固定されている現状を定免制が実施
されている状態とはみていなかった。免率が年々変更されるのは「御家法」で
あり，それこそが土免制なのだと断言している。現行の免率固定措置は「御定
免之様相成居申候」ものにすぎず，現在においてもいつでも年々免率の変更を
57)すでに宝暦期，地方役人経験者であり，祖練学に傾倒する知識人でもあった賀美永蔵は，
地方書「農制随筆」において，合穂枡突廃止論を唱えていたが，それは済し崩しによる土免
制の下での免率固定化を容認するためではなく，合穂枡突実施にともなう藩財政支出を抑
制する意図からであった＜拙稿「近世地方書における継承と成熟(1)一賀美永蔵著「農制随
筆」にみる宝暦期広島藩農政の動向一」（尾道短期大学「研究紀要」第42巻(2)所収） 50~3 
頁参照＞。なお，広島藩において例年の村々における合穂枡突が廃止されたのは， 11代藩主
浅野長訓の主導による文久の改革展開下，文久3年 (1863)のことであった＜吉川・竹内家
「御政事向大御変革二付諸触書写」（「広島県史近世資料編IV」所収 史料番号2087号） 864 
頁＞。
58)前傾「経済之事」（文政4年） 95~6頁。
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行う可能性は留保されていると述べている。たとえ杏坪の念願である「融通之
（儀）
議」，すなわち，「貧郡」・「盛郡」間の免率操作による「奥里貧富平均」策が実
施されなくても，領内のあらゆる村々の免率を現在における「土地之盛衰甲乙」
に対応したものに変更することは領民が必ず納得する良法なのであり，時代が
要請していることであると明言している。杏坪にとって，現行の徴租法は今も
なお土免制なのであり，それが原理どおり運用されていない状態こそ問題であ
（儀）
ると意識されていた。「奥里貧富平均」のための免率「融通之議」はいかにすれ
ば実現が可能か，杏坪の視野は，免率固定期間中に生じた領内全郡全村の土地
生産力の変動を諸村の免率を組み替えることによって表現し，これがもたらす
貢租徴収量の変更によって諸村の「貧富平均」をはかる方向へ拡大され，普遍
化されていったのである。
2 総検地実施論
だが，たとえ杏坪のこの提言が容れられたとしても，「御免御改正」を通して
村落間，あるいは「衰郡」・「盛郡」間の「貧富平均」を完全に達成することは
現実的には不可能である。免率は村民個々にではなく村ごとに一律に提示され
る。それゆえ，たとえその村が全体として「成立之村」＝富村として把握される
場合でも，経済的に余力をもつ富農はともかく，貧農は極端な免上げには耐え
られない。結局，富村における免上げの幅は貧農が負担可能な水準に止まらざ
るをえないことになる。かくして杏坪は，貢租の吸収を通して南北地域間の「民
カ」の差異を平均化すべしという自らの提言が完全に達成されるためには，村
落内における個々の土地生産力を正確に査定し，村民各戸の現時点の生産能力
を把握する以外の方策はありえないという認識に到達するのである
しかし，文政4年 (1821)の建言「経済之事」の段階では，杏坪は未だ，「何
卒御領分土免高下御融通仕候上二而，一村之内不均之村も御座候ハハ均税地こ
ふりも有之候様仕度奉存候。」59)と，領内諸村の免率組み替えと「地こぶり」＝地
59)同上 96頁。
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概との併用を説くに止まっていた60)。地概とは，実際に竿入れして確かめられた
耕地の現況に応じて，従来どおり固定された村高を個々の耕地に再配分するこ
とであり，その狙いは，土地生産力の変動によって生じていた村落内耕地間の
年貢賦課率の不平等化を是正するところにあった。それゆえ，たとえ総地概，
すなわち領内全村における地概が実施されようと，その効果は一村内農民間の
「貧富平均」を促すに止まり，村落間，諸郡間の「貧富平均」に及ぼす効力は
まった＜期待しえない。杏坪にとって，この免率操作・地概併用論は藩政当局
の実施の容易さを慮った言わば妥協策であった。しかし，「領分土免高下御融通」
を求める自らの提案が藩上層部から疎んぜられ，退けられている状況を看取し
た杏坪は，一方で土地生産力の変動を免率の操作によって表現する方向を保持
しながらも，ついに正面から領内総検地の実施を構想するに至るのである。
頼棋ー氏は，杏坪が領内総地概を建言するに至った段階で，なぜか同氏の杏
坪の土地租税思想に関する論考の筆を掴かれている61)。たしかに，文政10年
(1827)の建言「御経済愚存申上候覚」に至っても，杏坪の表向きの発言は「
御領分総地概御免御上ケ下ケ御改」を要望するものであった。しかし，同建言
60)青野春水氏は，広島藩において実施された地概を，村型地概，藩・村型地概，藩型地概の
三種類に区分し，村型地概を農民によって私的に村単位に個別に実施されるもの，藩・村型
地概を代官・代官手付などの藩役人と庄屋・組頭などを主体とする村によって実施されるも
の，また，藩型地概を藩によって公的制度として実施されるものと定義すべきことを提唱さ
れた。そして，頼杏坪は，村型地概を一村限りの地こぶり，藩・村型地概を地こぶりあるい
は地概，藩型地概を総地概と認識ないし表現しており，地こぶりの理解に村型地概と藩・村
型地概の混同が時としてみられると述べられている（青野春水『日本近世割地制史の研究J
雄山閣 昭和57年 75・98~ 9頁）。杏坪は代官在任中，三上郡本村，奴可郡森村，同郡春
田村，恵蘇郡山内組上村で地概を実施したが，三上郡本村では，手付筆頭の言に従って「下
打ち」をせず，「本打ち」をすぐに行ったので斗代が増加する「打損じ」となったが，杏坪
が強い主導力を発揮して事に当たった他の村々では，富農の作得を排除し，貧農の年貢を下
げる効果がもたらされたと後に随筆「老の架言」で述懐している＜「地こぶり之事」（文政10
年頃）（頼杏坪「老の架言」）（『広島県史近世資料編vu所収） 178~81頁＞。しかし，すで
に「経済之事」を建言する段階で，杏坪は自らの主導で実施した「地こぶり」について，「乍
併惣体之御免融通不仕候故誠二難渋中之小益のミニ御座候。」と述べており，自らの悲願であ
る「衰郡」・「盛郡」間の「貧富平均」に地概がなんら効果を及ぽさないことを十分認識して
いた（前掲「経済之事」 96頁）。
61)頼旗ー 前掲『近世後期朱子学派の研究.l 269頁。
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後段で，それに加えて，
尤先ツ隠田しらへ之分15御取懸り可成哉，惣体御地詰も可有之と申二無
御座候而者，隠田も有様二者申出仕間敷哉と奉存候。万々御深考御判断可被
成下候62)0
と述べている点を無視すべきではない。もし藩政当局が，杏坪が提言する「御
免御上ケ下ケ御改」策よりも，財政収入の増加をめざして，これも兼ねてから
彼が説いてきた隠田の摘発の方を優先して実施するのであれば，「地詰」＝検地
を実施すべきであると述べているのである。
さらに，同時期の文政10年 (1827)頃に草稿が完成したと推定されている随
筆「老の架言」には「総検地均田之事」と題する一章がある。同章において，
杏坪はまたしても「奥郡」の疲弊，「海辺里郡」の繁栄という領内南北地域間に
経済格差がみられる現実を指摘した上，領内総検地の必要性について次のよう
に記している。すなわち，
あはれもし総地ならしを行ひ給ハヽ，隠田もそれ／＼あらハれて御額つ
きになるもあるへけれは，かの下方にて行ひし一村限りの地こふりとは違
ひ，租税のあげべきハあげ，下くへきハ下けらるヽハ勿論にて，村の本帖
になき田地を打出したるは，相応に額をつけられてもとよりしかるへし。
御領分にては広大の御所務増しにもなりぬへし。されと苛くしては御不仁
になる故に，随分ゆるやかなるを善とすへし，此地ならしの事ハ，海辺里
郡の内にも昔の良田今悪田となりたるもあれは，それらは租税下りてその
村の貧民とも悦ふへし。又奥郡貧村のなかにも案外と土地よろしくて，内々
開添して黍稜なと多く作る農村もありと聞ゆれは，それらは新に打出して
額をつけられてもしかるへし。いかにも地ならしハかたおちなく，飽くま
て平均になりて，諸民の安堵するを第一として上の御仁政を敷渡すへき也。
此検地の事大造なるに似たれとも，其村の古帖を見れは昔ハ度々ありし事
62)「御経済愚存申上候覚」（文政10年） ＜頼杏坪「春草堂秘録」（『広島県史近世資料編VI』
所収） 101頁。
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にて，其時御用勤めし人々姓名を記したる帖多し。畢覚久しく絶たる故，
誰も大儀におもへるなるへし。凡田地の善悪ハ年経ても大かい変せぬもの
なれとも，処によりては山より沙流れ出て水利なとももとヽ違ひたる所も
多くいて来て善悪変るもあれは，昔ハ折々検地ありしとも宜なり。今久し
く中絶して年々土免にて同様に租税召されては，荒廃したる田よりも旧額
の通りに貢をたてまつり，又新墾沃壌ありても貢ハ薄く且隠田ハ知らぬ兒
して見過るも多く有る也63)0
ある箇所では「地ならし」と言い，またある箇所では「検地」と述べるなど，
杏坪の「地ならし」ないし「検地」に関する認識には混乱がみられる。しかし，
「村の本帖になき田地を打出したるは，相応に額をつけられてもとよりしかる
へし。御領分にては広大の御所務増しにもなりぬへし。」という一節によって，
杏坪の言う「総地ならし」は，明らかに広島藩において墨守されてきた「村高
不易の原則」の破棄を意味するものであったことが知られる。本来地概は村高
の固定を前提に実施されるものであり，それが領内全体に及ぶ総地概であって
も石高の増加には結びつかない。杏坪は村高の改変をも含む耕地の査定を領内
全村にわたって実施し，それが念願である「奥里貧富平均」の成就に結実する
ことを期待するに至ったのである。
むすび
頼杏坪が提言した免率操作による「奥里貧富平均」論，領内総検地ないし総
地概実施論は，藩政当局に無視され，まった＜顧みられなかった。文化後期か
ら天保初期における広島藩の財政政策の重心は，国益政策，とりわけ積極的な
国産開発，国産他国売りの推進を基礎とする正金銀獲得策に置かれていた。藩
府は藩財政の基盤の強化を貢租収入の増大に求める方向を捨て，領内商品生産
の高揚，その他国移出の増進に努め，これに吸着して財政補強をはかる途を選
63)前掲「総検地均田之事」 （頼杏坪「老之紫言」） 181~ 2頁。
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択したのである。杏坪の主張はそのような藩財政・経済政策の潮流と正面から
対立するものであった。
杏坪の提言の本質は小農経営を基礎とする米納年貢制を改めて藩財政の基盤
に据えなおすことにあった。領内南北諸郡間・村落間・村民間にみられる経済
格差は農民層の分化，小農経営の分解を示唆するものであり，総検地によって
「盛郡」・富村・富農に偏在する作得を排除すれば今なお旧秩序への復帰は可能
であると信じたのである。藩財政の基盤をあくまでも貢租制の健全な運用に求
め，これを達成するために徴租制にまつわる諸矛盾の解決を急ぐべしと説く杏
坪の建言は時の藩政推進者たちに容れられなかった。広島藩の経済政策はもは
や領内における階層分化・社会変動の容認を前提に推進されており，杏坪の提
言は，藩上層部の人々に，言わば藩政に先祖返りを求めるものと受け止められ
ていたのではなかろうか。
頼杏坪は領内地域間の経済格差を強く意識し，その解決策としてついに領内
総検地を標榜するに至った。「貧富平均」の達成手段を探る過程で，杏坪は広島
藩の田制・徴租制に横たわる構造的矛盾を認識するに及んだが，それは杏坪の
遥か以前から積み重ねられてきた広島藩地方役人たちによる田制論・徴租論の
系譜を辿り，そこに新たな一章を付加する営みでもあった。杏坪のそれを含め，
広島藩の地方役人たちによる田制論・徴租論の展開はいかに同藩の各時代にお
ける農政の推移と変容の過程に呼応し，それらはいかなる方向に収飲するもの
であったか，これらの問題の検討はいずれ他日を期すことにしよう。
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